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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性支持体と、その上に形成され、かつアクリル系粘着剤又はポリエステル粘着剤１
００重量部と電解液１５～２５０重量部とを含む電気剥離性粘着剤組成物からなる電気剥
離性粘着剤層と、前記電気剥離性粘着剤層の表面に形成された導電層とを備え、
　前記電気剥離性粘着剤組成物が、１０-11～１０-3Ｓ／ｃｍのイオン導電率を有し、
　前記電解液が、有機溶媒と、有機第四級アンモニウム塩及びアルカリ金属塩から選択さ
れる電解質とを含む有機溶液であり、
　前記電解質が、０．０１～３ｍｏｌ／ｌの濃度で電解液中に含まれ、
　前記導電層が、前記電気剥離性粘着剤層の露出した開口部を含むパターン化された平面
形状を有し、
　前記電解液が、前記有機第四級アンモニウム塩として、式（Ｒ）4ＮＢＦ4（式中Ｒは、
同一又は異なって、メチル基又はエチル基）で表されるホウ素含有有機電解質塩を含むこ
とを特徴とする電気剥離性粘着製品。
【請求項２】
　前記電解液が、３０以上の比誘電率の有機溶剤を含む請求項１に記載の電気剥離性粘着
製品。
【請求項３】
　前記電解液が、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、γ－ブチロラクトン
、Ｎ－メチル－２－ピロリドンから選択される３０以上の比誘電率の有機溶剤を含む請求
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項１又は２に記載の電気剥離性粘着製品。
【請求項４】
　前記アクリル系粘着剤が、炭素数１～８のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリ
レートと、カルボキシル基含有アクリル系モノマーと、ヒドロキシル基含有アクリル系モ
ノマーとの共重合体を含む請求項１～３のいずれか１つに記載の電気剥離性粘着製品。
【請求項５】
　前記導電層が、１０００Ω／□以下の表面抵抗値を有する請求項１～４のいずれか１つ
に記載の電気剥離性粘着製品。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１つに記載の電気剥離性粘着製品を、被着体上に、前記電気剥
離性粘着剤層が面するように貼り付けた後、前記導電性支持体と前記導電層との間への電
圧印加によって、前記電気剥離性粘着製品を前記被着体から剥離することを特徴とする電
気剥離性粘着製品の剥離方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気剥離性粘着製品及びその剥離方法に関する。更に詳しくは、本発明の電
気剥離性粘着製品は、電圧を印加するだけで粘着力が低下し、その結果、その製品を被着
体から容易に剥離できる。
【背景技術】
【０００２】
　再剥離性の粘着テープが種々の用途（例えば、表面保護フィルム、塗装用マスキングテ
ープ、再剥離可能なメモ等）で使用されている。この粘着テープは、一般的に基材と、そ
の上に積層された粘着剤層とからなる。粘着剤層には、粘着性と共に再剥離性が求められ
る。即ち、被着体の運搬時、貯蔵時、加工時等には、被着体から剥離しない程度の粘着性
と、機能を果たした後には、容易に取り除きうる再剥離性が求められている。
　上記粘着性と再剥離性との相反する性質を実現する方法として、例えば特表２００３－
５０４５０４号公報（特許文献１）、ＷＯ２００７／０１８２３９号公報（特許文献２）
等に記載された方法が提案されている。
【０００３】
　特表２００３－５０４５０４号公報では、電圧印加時に剥離性を有するエポキシ系化合
物を含むエポキシ系接着剤が提案されている。実施例に例示されているエポキシ系化合物
は、分子中にジスルフィド結合を有する特殊な化合物である。このエポキシ系接着剤を使
用することで、電圧印加時に剥離可能な接着剤が提供できると記載されている。
　一方、ＷＯ２００７／０１８２３９号公報では、接着剤の添加剤として、イオン液体を
使用することで、電圧印加時に剥離可能な接着剤が提供できると記載されている。この公
報では、イオン液体とは、室温で液体である溶融塩であり、蒸気圧がなく、高耐熱性、不
燃性、高化学安定性等の性質を有するとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特表２００３－５０４５０４号公報
【特許文献２】ＷＯ２００７／０１８２３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、このエポキシ系接着剤による接合は、６０℃及び５０Ｖの条件下で、３
０分間維持することで剥離するとされており、剥離に加温や長時間の電圧の印加が必要で
あった。
　また、エポキシ系化合物及びイオン液体は、これらの公報に記載されているように、特
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殊な構造を有する化合物であるため価格が高く、それらを用いて安価な粘着テープを提供
することは困難であった。
　更に、以上の技術は、貼り合せ材料（粘着テープと被着体）の両者ともに導電性を有す
ることを必要としており、用途が限定されていた。
　そのため、安価な材料を使用して、被着体の導電性の程度を問わず、短時間で加温せず
とも剥離可能であり、エポキシ系化合物及びイオン液体を使用した場合と同等以上の物性
を示しうる粘着テープのような電気剥離性粘着製品の提供が望まれていた。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　かくして本発明によれば、導電性支持体と、その上に形成され、かつアクリル系粘着剤
又はポリエステル粘着剤１００重量部と電解液１５～２５０重量部とを含む電気剥離性粘
着剤組成物からなる電気剥離性粘着剤層と、前記電気剥離性粘着剤層の表面に形成された
導電層とを備え、
　前記電気剥離性粘着剤組成物が、１０-11～１０-3Ｓ／ｃｍのイオン導電率を有し、
　前記電解液が、有機溶媒と、有機第四級アンモニウム塩及びアルカリ金属塩から選択さ
れる電解質とを含む有機溶液であり、
　前記電解質が、０．０１～３ｍｏｌ／ｌの濃度で電解液中に含まれ、
　前記導電層が、前記電気剥離性粘着剤層の露出した開口部を含むパターン化された平面
形状を有し、
　前記電解液が、前記有機第四級アンモニウム塩として、式（Ｒ）4ＮＢＦ4（式中Ｒは、
同一又は異なって、メチル基又はエチル基）で表されるホウ素含有有機電解質塩を含むこ
とを特徴とする電気剥離性粘着製品が提供される。
【０００７】
　また、本発明によれば、上記電気剥離性粘着製品を、被着体上に、前記電気剥離性粘着
剤層が面するように貼り付けた後、前記導電性支持体と前記導電層との間に電圧を印加す
ることで、前記電気剥離性粘着製品を前記被着体から剥離することを特徴とする電気剥離
性粘着製品の剥離方法が提供される。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、被着体の導電性の程度を問わず、電圧の印加により、短時間で加温せ
ずとも剥離可能な電気剥離性粘着製品を安価に提供できる。この効果は、特定の性質を有
する電気剥離性粘着剤組成物と、電気剥離性粘着剤層の露出した開口部を有するパターン
化された平面形状を有する導電層とを同時に備えることで奏される効果である。
　また、電解液が、有機第四級アンモニウム塩として、ホウ素含有有機電解質塩を含む場
合、更に剥離性を向上できる。
　更に、電解液が、有機第四級アンモニウム塩として、式（Ｒ）4ＮＢＦ4（式中Ｒは、同
一又は異なって、メチル基又はエチル基）で表されるホウ素含有有機電解質塩を含む場合
、更に剥離性を向上できる。
【０００９】
　また、電解液が、３０以上の比誘電率の有機溶剤を含む場合、更に剥離性を向上できる
。
　更に、電解液が、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、γ－ブチロラクト
ン、Ｎ－メチル－２－ピロリドンから選択される３０以上の比誘電率の有機溶剤を含む場
合、更に剥離性を向上できる。
　また、アクリル系粘着剤が、炭素数１～８のアルキル基を有するアルキル（メタ）アク
リレートと、カルボキシル基含有アクリル系モノマーと、ヒドロキシル基含有アクリル系
モノマーとの共重合体を含む場合、更に剥離性を向上できる。
　更に、導電層が、１０００Ω／□以下の表面抵抗値を有する場合、更に剥離性を向上で
きる。
　また、本発明の電気剥離性粘着製品の剥離は、導電性支持体と前記導電層との間への電



(4) JP 5503926 B2 2014.5.28

10

20

30

40

50

圧印加によって、電気剥離性粘着剤層の粘着性を低下させることを利用しているため、短
時間で加温せずとも容易に剥離できる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】実施例の導電層の形状の概略説明図である。
【図２】実施例の表面抵抗の測定方法の概略説明図である。
【図３】実施例の電圧印加方法の概略説明図である。
【図４】実施例１９の粘着力と電圧印加時間との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　本発明の電気剥離性粘着製品は、導電性支持体と、その上に形成された電気剥離性粘着
剤組成物からなる電気剥離性粘着層と、電気剥離性粘着層の表面に形成された導電層とを
備えている。
　（Ａ）電気剥離性粘着層
　電気剥離性粘着層は、アクリル系粘着剤又はポリエステル系粘着剤と電解液とを含む電
気剥離性粘着剤組成物（以下、単に粘着剤組成物という）からなる。アクリル系粘着剤及
びポリエステル系粘着剤としては、電気剥離性粘着層が粘着性を有する限り、特に限定さ
れない。これら粘着剤は、新たに合成した粘着剤を使用してもよく、市販の粘着剤を使用
してもよい。
【００１２】
　粘着剤は、電気剥離性粘着剤層に粘着性を付与する観点から、固形分含量が４０重量％
のとき、１０００ｍＰａ・ｓ以上の粘度を有していることが好ましい。この粘度を有する
ことで、電圧の非印加時の粘着性を確保できる。より好ましい粘度は、２０００～１００
００ｍＰａ・ｓである。
　粘度は、粘着剤組成物を２５℃になるように調温し、その後、トキメック社製ＢＨ型粘
度計を用い、回転数が１０ｒｐｍの条件により測定した値である。
【００１３】
　　（アクリル系粘着剤）
　アクリル系粘着剤は、例えば、アクリル系モノマーを、任意に重合開始剤の存在下で重
合させることで得た粘着剤や、市販の粘着剤を使用できる。アクリル系粘着剤は、少なく
とも被着体に粘着できさえすれば、どのような粘着剤も使用できる。通常、粘着性の観点
から、アクリル系粘着剤としては、１万～５００万の範囲の重量平均分子量を有するアク
リル系ポリマーを含む粘着剤を使用できる。より好ましい重量平均分子量は、１０万～２
００万である。
　重量平均分子量は、Ｓｈｏｄｅｘ社製ＧＰＣ　Ｓｙｓｔｅｍ２１を用い、移動相をテト
ラヒドロフランとして算出した値を意味する。この値は、ポリスチレン換算の重量平均分
子量である。
【００１４】
　　　（１）アクリル系モノマー
　アクリル系モノマーには、炭素数１～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アク
リレートが主成分（５０重量％以上）として含まれていることが好ましい。なお、（メタ
）アクリレートは、メタクリレート又はアクリレートを意味する。
【００１５】
　炭素数１～１４のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートとしては、例えば
、メチル（メタ）アクリレート、エチル（メタ）アクリレート、ｎ－プロピル（メタ）ア
クリレート、イソプロピル（メタ）アクリレート、ｎ－ブチル（メタ）アクリレート、ｓ
ｅｃ－ブチル（メタ）アクリレート、ｔ－ブチル（メタ）アクリレート、ｎ－オクチル（
メタ）アクリレート、イソオクチル（メタ）アクリレート、２－エチルヘキシル（メタ）
アクリレート、イソノニル（メタ）アクリレート、ドデシル（メタ）アクリレート等が挙
げられる。これらアルキル（メタ）アクリレートは、１種のみ使用してもよく、２種以上
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組み合わせて使用してもよい。これらアルキル（メタ）アクリレートの内、炭素数１～８
のアルキル基を有するアルキル（メタ）アクリレートが好ましく、炭素数１～４のアルキ
ル基を有するアルキル（メタ）アクリレートがより好ましく、ｎ－ブチル（メタ）アクリ
レートが更に好ましく、ｎ－ブチルアクリレートが特に好ましい。
【００１６】
　他のアクリル系モノマーとしては、アクリル酸、メタクリル酸、カルボキシエチルアク
リレート等のカルボキシル基含有モノマー、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート
、２－ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、４－ヒドロキシブチル（メタ）アクリ
レート、６－ヒドロキシヘキシル（メタ）アクリレート、（４－ヒドロキシメチルシクロ
ヘキシル）－メチルアクリレート等のヒドロキシル基含有モノマーが挙げられる。これら
他の（メタ）アクリレートは、１種のみ使用してもよく、２種以上組み合わせて使用して
もよい。（メタ）アクリレートには、カルボキシル基含有モノマー及びヒドロキシル基含
有モノマーが両方含まれていることが好ましい。
【００１７】
　アクリル系モノマーには、炭素数１～１０のアルキル基を有するアルキル（メタ）アク
リレートが主成分として含有されている。従って、アクリル系モノマーは、他のアクリル
系モノマーを使用せず、アルキル（メタ）アクリレートのみからなっていてもよい。また
、所望の性能の粘着剤組成物を容易に入手する観点から、他のアクリル系モノマーが５０
重量％未満及び１重量％以上含まれていることが好ましく、５～３０重量％含まれている
ことがより好ましく、５～１５重量％含まれていることが更に好ましい。
【００１８】
　また、カルボキシル基含有モノマー及びヒドロキシル基含有モノマーが両方含まれてい
る場合、両者の含有量は、全モノマー量を１００重量部とした場合、１～２０重量部の範
囲であることが好ましい。この範囲で両モノマーを使用することで、粘着特性を改善でき
る。更に、１～１０重量部の範囲であることがより好ましい。
【００１９】
　更に、（メタ）アクリレートには、必要に応じて、ビニル系モノマーを添加してもよい
。ビニル系モノマーとしては、例えば、イタコン酸、マレイン酸、クロトン酸；無水マレ
イン酸、無水イタコン酸、酢酸ビニル、Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－ビニルカルボン酸ア
ミド類、スチレン、Ｎ－ビニルカプロラクタム等が挙げられる。これらビニル系モノマー
は、１種のみ使用してもよく、２種以上組み合わせて使用してもよい。
【００２０】
　　　（２）重合開始剤
　任意に使用される重合開始剤としては、例えば、２，２’－アゾビスイソブチロニトリ
ル、２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫化物、２，２’－アゾビ
ス（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－
ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１
’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４，
４－トリメチルペンタン）、ジメチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート
）、２，２’－アゾビス［２－メチル－Ｎ－（フェニルメチル）－プロピオンアミジン］
ジハイドロクロライド、２，２’－アゾビス［２－（３，４，５，６－テトラハイドロピ
リミジン－２－イル）プロパン］ジハイドロクロライド、２，２’－アゾビス［２－（２
－イミダゾリン－２－イル）プロパン］等のアゾ系重合開始剤；過硫酸カリウム、過硫酸
アンモニウム等の過硫酸塩系重合開始剤；ベンゾイルパーオキサイド、過酸化水素、ｔ－
ブチルハイドロパーオキサイド、ジ－ｔ－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシ
ベンゾエート、ジクミルパーオキサイド、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，
３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロドデ
カン、３，３，５－トリメチルシクロヘキサノイルパーオキサイド、ｔ－ブチルペルオキ
シピバレイト等の過酸化物系重合開始剤；過硫酸塩と亜硫酸水素ナトリウムとにより構成
されたレドックス系重合開始剤等が挙げられる。これら重合開始剤は、１種のみ使用して



(6) JP 5503926 B2 2014.5.28

10

20

30

40

50

もよく、２種以上組み合わせて使用してもよい。
【００２１】
　重合開始剤は、アクリル系モノマー１００重量部に対して０．００５～１重量部の範囲
で使用することが好ましい。この範囲で重合開始剤を使用することで、粘着特性が改善さ
れたアクリル系粘着剤を形成できる。更に、重合開始剤の使用量は、０．１～０．５重量
部の範囲であることがより好ましい。
【００２２】
　　　（３）他の成分
　他の成分としては、基体上への粘着剤組成物の使用容易性の観点から、有機溶剤が含ま
れていてもよい。この有機溶剤としては、特に限定されず、粘着剤組成物に使用可能な公
知の有機溶剤が挙げられる。例えば、ヘキサン、ヘプタン等の脂肪族炭化水素、酢酸メチ
ル、酢酸エチル、酢酸プロピル等のエステル類、トルエン、キシレン、エチルベンゼン等
の芳香族系炭化水素が挙げられる。これら有機溶剤は、１種のみ使用してもよく、２種以
上組み合わせて使用してもよい。
　なお、有機溶剤を使用する場合、アクリル系粘着剤からなる固形分含量が１０重量％以
上となるように、その使用割合を調製することが好ましい。更に、使用割合は、固形分含
量が２０～５０重量％となるように調製されていることがより好ましい。
【００２３】
　　（ポリエステル系粘着剤）
　ポリエステル系粘着剤としては、例えば、ＸＩ－０００1、ＸＩ－０００２、ＸＩ－１
００１等のＸＩシリーズ（日本合成工業社製）の粘着剤が挙げられる。
【００２４】
　　（電解液）
　電解液は、１０-6～１０-2Ｓ／ｃｍのイオン導電率を有する。この範囲のイオン導電率
を有することで、粘着剤組成物への電圧印加によって十分な剥離性を付与できる。より好
ましいイオン導電率は、１０-3～１０-2Ｓ／ｃｍである。イオン導電率の測定法は、実施
例の欄に記載する。
　電解液は、電解質としての有機第四級アンモニウム塩又はアルカリ金属塩と、有機溶剤
とを含む有機溶液からなる。
【００２５】
　　　（１）電解質
　　　　（ａ）有機第四級アンモニウム塩
　有機第四級アンモニウム塩としては、（Ｒ）4ＮＸ（式中Ｒは、同一又は異なって、炭
素数１～４のアルキル基、Ｘはハロゲン原子、ＣｌＯ4、ＢＦ4又はＰＦ6）、［（Ｒ）4Ｎ
］2Ｙ（式中Ｒは、上記と同一、ＹはＳＯ4）等が挙げられる。
　Ｘがハロゲン原子の場合、例えば、テトラブチル、テトラプロピル、テトラエチル、テ
トラメチル、トリエチルブチル、トリエチルプロピル、トリエチルメチル等のアンモニウ
ムブロミド又はアンモニウムクロリドが挙げられる。
【００２６】
　ＸがＢＦ4の場合、例えば、テトラブチル、テトラプロピル、テトラエチル、テトラメ
チル、トリエチルブチル、トリエチルプロピル、トリエチルメチル等のアンモニウムテト
ラフルオロボレートが挙げられる。
　ＸがＰＦ6の場合、例えば、テトラブチル、テトラプロピル、テトラエチル、テトラメ
チル、トリエチルブチル、トリエチルプロピル、トリエチルメチル等のアンモニウムヘキ
サフルオロフォスフェートが挙げられる。
【００２７】
　ＸがＣｌＯ4の場合、例えば、テトラブチル、テトラプロピル、テトラエチル、テトラ
メチル、トリエチルブチル、トリエチルプロピル、トリエチルメチル等のアンモニウムパ
ークロレートが挙げられる。
　ＹがＳＯ4の場合、例えば、テトラブチル、テトラプロピル、テトラエチル、テトラメ
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チル、トリエチルブチル、トリエチルプロピル、トリエチルメチル等のアンモニウムサル
フェートが挙げられる。
　上記有機第四級アンモニウム塩は、１種のみ使用してもよく、２種以上組み合わせて使
用してもよい。また、以下で説明するアルカリ金属塩と組み合わせて使用してもよい。
【００２８】
　　　　（ｂ）アルカリ金属塩
　アルカリ金属塩としては、ＬｉＣｌ、Ｌｉ2ＳＯ4、ＬｉＢＦ4、ＬｉＰＦ6、ＬｉＣｌＯ

4、ＬｉＡｓＦ6、ＬｉＣＦ3ＳＯ3、ＬｉＮ（ＳＯ2ＣＦ3）2、ＬｉＮ（ＳＯ2Ｃ2Ｆ5）2、
ＬｉＣ（ＳＯ2ＣＦ3）3等が挙げられる。なお、これら例示は、リチウム塩であるが、ナ
トリウム塩やカリウム塩であってもよい。これらアルカリ金属塩は、１種のみ使用しても
よく、２種以上組み合わせて使用してもよい。
　上記アルカリ金属塩の内、ＬｉＮ（ＳＯ2ＣＦ3）2が好ましい。これら好ましいアルカ
リ金属塩を使用すると、電気剥離特性をより向上できる。
【００２９】
　　　　（ｃ）使用量
　電解液は、０．０１～３ｍｏｌ／ｌの濃度で電解質を含んでいる。この濃度の範囲で電
解質を含むことで、電圧印加時の剥離性の確保と、電圧の非印加時の粘着性の確保を高い
次元で両立実現できる。より好ましい濃度は０．１～２．０ｍｏｌ／ｌであり、更に好ま
しい濃度は０．５～２．０ｍｏｌ／ｌである。
【００３０】
　　　（２）有機溶媒
　有機溶媒としては、粘着剤組成物の電圧の印加時の剥離性と、電圧の非印加時の粘着性
を阻害しない有機溶媒であれば特に限定されない。例えば、エチレンカーボネート、プロ
ピレンカーボネート、ブチレンカーボネート等の環状カーボネート、ジメチルカーボネー
ト、ジエチルカーボネート、エチルメチルカーボネート等の鎖状カーボネート、γ－ブチ
ロラクトン、γ－バレロラクトン等のラクトン類、プロピオン酸メチル、ピバリン酸メチ
ル、ピバリン酸オクチル等の鎖状カルボン酸エステル、テトラヒドロフラン、２－メチル
テトラヒドロフラン、１，４－ジオキサン、１，２－ジメトキシエタン、１，２－ジエト
キシエタン、１，２－ジブトキシエタン等のエーテル類、アセトニトリルのようなニトリ
ル類、ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等のアミド類が挙げられる。
これら有機溶媒は、１種のみ使用してもよく、２種以上組み合わせて使用してもよい。
【００３１】
　上記有機溶媒中、３０以上の比誘電率を有する有機溶媒を使用することが好ましい。こ
の比誘電率の有機溶媒を使用することで、電圧印加時の剥離性をより向上できる。この比
誘電率を有する有機溶媒としては、例えば、エチレンカーボネート（８９．８）、プロピ
レンカーボネート（６４．９２）、γ－ブチロラクトン（３９．１）、Ｎ－メチル－２－
ピロリドン（３２．２）等が挙げられる（括弧内は約２５℃における比誘電率を意味する
）。より好ましい比誘電率の範囲は、６０以上である。
【００３２】
　　（粘着剤と電解液の使用割合）
　電解液は、粘着剤（固形分）１００重量部に対して、１５～２５０重量部の範囲で使用
される。この範囲で使用することで、電圧印加時の剥離性の確保と、電圧の非印加時の粘
着性の確保を両立実現できる。より好ましい電解液の使用割合は、４０～１２０重量部で
ある。
【００３３】
　　（他の成分）
　アクリル系粘着剤に架橋剤を作用させることで、架橋させてもよい。架橋剤としては、
トルエンジイソシアネート、メチレンビスフェニルイソシアネート等のイソシアネート系
架橋剤が挙げられる。架橋剤の使用割合は、アクリル系粘着剤１００重量部に対して、０
．２重量以上であることが好ましい。架橋させることで、粘着剤組成物を支持体上に層と
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して形成した場合、その層の耐クリープ性や耐せん断性を改良できる。より好ましい使用
割合は、２～１５重量部である。
【００３４】
　　（粘着剤組成物のイオン導電率）
　粘着剤組成物は、１０-11～１０-3Ｓ／ｃｍのイオン導電率を有していることが好まし
い。この範囲のイオン導電率であれば、電圧印加時の剥離性の確保と、電圧の非印加時の
粘着性の確保を両立できる。より好ましいイオン導電率は、１０-5～１０-3Ｓ／ｃｍの範
囲である。
【００３５】
　　（粘着剤組成物の製造方法）
　粘着剤組成物は、粘着剤と電解液と任意に架橋剤とを公知の方法で攪拌することにより
得ることができる。
　（Ｂ）導電性支持体
　導電性支持体としては、例えば、アルミニウム、銅、銀、金等の金属、これら金属の合
金、導電性金属酸化物（ＩＴＯ等）からなる箔（厚さ１００μｍ未満）や板（厚さ１００
μｍ以上）等、これら金属又は合金が混合されるかコーティングされた繊維を含有した布
、これら金属又は合金を含有した樹脂シート、これら金属、合金又は導電性金属酸化物か
らなる層を備えた樹脂板が挙げられる。
【００３６】
　（Ｃ）導電層
　導電層は、電気剥離性粘着剤層の露出した開口部を含むパターン化された平面形状を有
している。本発明では、開口部に露出した粘着剤層により粘着製品の粘着性を確保し、導
電性支持体と導電層間への電圧印加により粘着製品の剥離性を確保している。
　導電層は、通常金属成分を主として含んでいる。金属成分としては、例えば、金、銀、
銅、アルミニウム、ニッケル等の金属、これら金属の合金、インジウム・スズ酸化物、酸
化錫、酸化亜鉛等の金属酸化物が挙げられる。また、金属成分以外にも、カーボン、導電
性金属酸化物、導電性高分子等の導電性材料も使用できる。導電層には、金属成分が含ま
れていることが、より剥離性を向上する観点から好ましい。
【００３７】
　導電層は、金属成分のみからなっていてもよいが、製造容易性の観点から、樹脂成分と
の複合体であることが好ましい。複合体中の金属成分の含有割合は、製造容易性と導電性
の確保の観点から、３０～９９重量％であることが好ましく、４０～９５重量％であるこ
とがより好ましい。
　複合体としては、金属成分と樹脂成分との混合物、織布状の樹脂成分の表面を金属成分
で被覆した複合物等が挙げられる。前者の混合物は、金属成分と樹脂成分とを含むペース
トを剥離紙上に所定の形状に印刷することにより形成することができる。後者の複合物は
、樹脂成分の表面に蒸着やスパッタリングすることで金属成分を付着させることで形成で
きる。この内、前者の混合物は、パターン化が容易であり、かつ粘着剤層中に包含される
ことなく、粘着剤層の表面に存在させることが容易であるため好ましい。
【００３８】
　樹脂成分としては、特に限定されず、熱硬化性樹脂及び熱可塑性樹脂のいずれも使用で
きる。この内、熱硬化性樹脂（例えば、ポリエステル、フェノール、エポシキ、アクリル
等）成分からなることが、樹脂以外の成分から受ける樹脂成分の劣化（例えば、導電層の
表面抵抗値の上昇）を抑制することで、粘着製品の安定性を向上させる観点から好ましい
。
　導電層形成用のペーストには、導電層の塗膜面を改善するためにアクリル系樹脂を添加
してもよい。その添加量としては、ペースト１００重量部に対して、１０重量部以下が好
ましく、５重量部以下がより好ましい。
【００３９】
　導電層をロール状で連続生産する際、導電材料に発生する泡を低減させるために、導電
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層形成用のペーストには、シリコーンを添加してもよい。その添加量としては、ペースト
１００重量部に対して、５重量部以下が好ましく、２重量部以下がより好ましい。
　導電層は、粘着剤層の露出した開口部を含んでいる。開口部の割合は、導電性と粘着性
とを両立させる観点から、粘着剤層の表面積の２０～９０％であることが好ましく、３０
～７０％であることがより好ましい。
【００４０】
　開口部の形状は、導電性と粘着性とを両立させることができれば、どのようの形状でも
よく、例えば、三角形、四角形、五角形、六角形等の多角形、丸、不定形等が挙げられる
。
　また、開口部は通常複数存在するが、開口部それぞれの形状は、同一でも異なっていて
もよく、それらの面積も同一でも異なっていてもよい。ここで、粘着剤層の全面の導電性
と粘着性とを両立させるために、開口部の形状及び面積は同一であることが好ましい。開
口部の面積は、導電性と粘着性とを両立させる観点から、０．５～４．０ｍｍ2／個であ
ることが好ましく、１．０～２．０ｍｍ2／個であることがより好ましい。更に、開口部
間に位置する導電領域は、その幅が同一でも異なっていてもよい。導電性と粘着性とを高
い次元で両立させる観点から、導電領域の幅は同一であることが好ましい。例えば、導電
領域の幅は、０．０５～１．０ｍｍであることが好ましく、０．１～０．５ｍｍであるこ
とがより好ましい。
【００４１】
　（Ｄ）その他
　導電層の端部には、導電層に電圧を印加するための端子を設けておくことが好ましい。
端子を設けることで、被着体が導電性であっても、絶縁性であっても、本発明の粘着製品
を使用することができる。端子の形状は特に限定されない。また、その個数も特に限定さ
れない。端子は、金、銀、銅、アルミニウム等の金属、それら金属の合金から形成できる
。
　（Ｅ）電気剥離性粘着製品の形状
　粘着製品の形状は、特に限定されず、導電性支持体の形状に応じて決定される。例えば
、導電性支持体が箔状である場合は、製品は粘着テープとなる。
【００４２】
　（Ｆ）電気剥離性粘着製品の製造法
　粘着製品の製造法としては、例えば、（１）導電性支持体上に粘着剤組成物を塗布する
ことにより粘着剤層を形成し、これとは別に導電層形成用基体上（剥離ライナー）に導電
層を印刷することにより形成し、導電層を粘着剤層上に転写する方法、（２）導電層形成
用基体上に導電層を印刷後、導電層上に粘着剤層を塗布することにより形成し、粘着剤層
上に導電性支持体を載置する方法等が挙げられる。また、導電層が、金属成分のみからな
る場合、織布状の樹脂成分の表面を金属成分で被覆した複合物からなる場合等の塗布法で
形成されない層である場合、例えば、導電性支持体上に塗布法により粘着剤層を形成し、
粘着剤層上に導電層を載置する方法が挙げられる。
【００４３】
　（Ｇ）電気剥離性粘着製品の用途
　粘着製品の用途としては、リサイクルが必要な金属材（例えば、アルミニウム、貴金属
）と他の部材との接着用途が挙げられる。この用途では、電圧印加により容易に金属材を
回収できるので、例えば家電リサイクルに有用である。
　また、センサーと被着体との接着用途が挙げられる。この用途では、電圧の印加により
容易にセンサーを回収でき、センサーを繰り返し使用できるので、経済的である。
【００４４】
　更に、動物のトラッキングマーカーに使用される首輪の接着用途が挙げられる。この用
途では、トラッキングの必要がなくなれば、首輪を接合する部分に遠隔操作で電圧を印加
することで、動物から首輪を外すことができる。
　製造工程中において、部品の仮止めに粘着製品を使用できる。例えば、ＬＳＩチップの
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ダイシング時のウェハの仮止めに使用することが挙げられる。この用途では、電圧を印加
することで、仮止め状態を容易に解除できる。
【００４５】
　人工衛星をその筐体から切り離す際の両者の接着用途に使用できる。従来、切り離しは
、ジェット噴射のような微妙な制御が困難な方法が使用されていた。しかし、本発明の粘
着製品を使用すれば、電圧を印加することで微妙な制御が可能であり、人工衛星に与える
物理的なダメージも軽減できる。
【００４６】
　（Ｈ）剥離方法
　上記粘着製品は被着体に粘着させることができる。被着体は特に限定されず、導電性を
有していても、絶縁性を有していてもよい。本発明の粘着製品は、導電層を備えているの
で、絶縁性の被着体でも使用可能である。
　粘着製品の被着体からの剥離は、導電性支持体と導電層間への電圧印加により行うこと
ができる。具体的には、導電性支持体と導電層に端子を接続し、端子間に電圧を印加する
ことにより被着体から剥離できる。
【００４７】
　印加される電圧は、剥離ができさえすれば特に限定されないが、３Ｖ以上であることが
好ましい。電圧の上限は剥離の観点からは特に規定されないが、電圧印加装置や被着体へ
の影響を考慮すると、２００Ｖ以下であることが好ましい。印加時間は、例えば、５分以
下であることが好ましい。印加時間の上限は、剥離の観点からは特に規定されないが、被
着体への影響を考慮すると、１０分間であることが好ましい。更に、剥離時の温度は、常
温（約２５℃）でもよく、常温より低い温度や高い温度でもよい。剥離作業の容易性から
、常温で行うことが好ましい。
【実施例】
【００４８】
　以下、実施例を用いて本発明を更に説明するが、本発明は、以下の実施例に限定される
ものではない。
　実施例１
　（アクリル系粘着剤の調製）
　ｎ－ブチルアクリレート（三菱化学社製）９１重量部、アクリル酸（三菱化学社製）８
重量部、２－ヒドロキシエチルメタクリレート（日本触媒社製）１重量部とからなるモノ
マー混合物と、重合開始剤としてのアゾビスイソブチロニトリル（ＡＩＢＮ、純正化学社
製）０．２重量部と、溶剤（酢酸エチル：トルエン（重量比）＝９：１）１５０重量部と
を、窒素気流中、８５℃で５時間重合反応させてアクリル系粘着剤を得た。得られたアク
リル系粘着剤は、樹脂分（固形分：アクリル系ポリマー：重量平均分子量約８０万）を４
０重量％含み、７０００ｍＰａ・ｓの粘度を有していた。
【００４９】
　（電解液）
　第四級アンモニウム塩の電解液として、１．０Ｍ（ｍｏｌ／ｌ）のテトラエチルアンモ
ニウムテトラフルオロボレート（Ｅｔ4ＮＢＦ4）を含有するプロピレンカーボネート（Ｐ
Ｃ）（東洋合成工業社製）を用いた。
　（粘着剤組成物の調製）
　上記アクリル系粘着剤１００重量部（アクリル系ポリマー４０重量部）に、イソシアネ
ート系架橋剤としてのコロネートＬ－５５Ｅ（日本ポリウレタン社製）４重量部と上記電
解液１６重量部とを添加し、常温で１０分間攪拌し、脱泡することで粘着剤組成物を得た
。
【００５０】
　（イオン導電率の測定）
　粘着剤組成物のイオン導電率を次のようにして測定した。測定は、Ｓｏｌａｒｔｒｏｎ
社製１２６０周波数応答アナライザを用い、ＡＣインピーダンス法によって行った。具体
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的には、二極式セル（東洋システム社製）を用いて粘着剤組成物をステンレスで挟み、テ
フロン製のスペーサーによって、一定の面積（１．３ｃｍ2）と厚さ（０．００４ｃｍ）
の円盤状に制御した。このセルに振幅が１０ｍＶの電圧を印加し、振幅を規定する周波数
を１ＭＨｚ～０．１Ｈｚへと変化させたときに得られるＣｏｌｅ－Ｃｏｌｅプロットを等
価回路を用いてカーブフィットすることにより抵抗を求めた。面積Ａ、厚さＬ及び抵抗Ｒ
ｂを下記式に代入することで、粘着剤組成物のイオン導電率σを算出した。
（式）σ＝Ｌ／（Ｒｂ×Ａ）
【００５１】
　（導電層の調製）
　銀ペーストＡ（ドータイトＦＡ－３５３Ｎ、熱硬化性ポリエステル樹脂、銀６９重量％
含有、藤倉化成社製）１００重量部、アクリル樹脂（ビックケミー・ジャパン社製ＢＹＫ
-３５０）（表面調整用レべリング剤）２重量部、シリコーン（ビックケミー・ジャパン
社製ＢＹＫ-０６６Ｎ）（消泡剤）１重量部を均一に混合した。得られた混合溶液を、図
１中のパターン（１）の版を用いてシリコーン剥離処理したＰＥＴフィルム上にグラビア
印刷することにより、導電層を得た。図１中、ａは開口部の幅（ドット幅）、ｂは導電領
域の幅（線幅）を意味する。
【００５２】
　（電気剥離性粘着製品の調製）
　上記粘着剤組成物を、リリースライナー上に塗工し、得られた塗膜を１００℃で２分間
乾燥させることで、厚さ４０μｍの電気剥離性粘着剤層を得た後、導電性支持体としての
アルミニウム箔基材（厚さ１００μｍ）に電気剥離性粘着剤層を貼り合わせた。その後、
４０℃で３日間養生させた。その後、リリースライナーを剥がし、上記で作製した導電層
を貼り付けることによって、電気剥離性粘着製品（粘着テープ）を得た。
　得られた電気剥離性粘着製品を下記評価に付した。結果を表１及び２に示す。表中、「
部」は重量部を意味する。
【００５３】
　（電気剥離性粘着製品の評価）
　（１）表面抵抗の測定
　導電パターン材料単独及び粘着テープ上の表面抵抗を測定した。
２つのステンレス製電極Ｘ（幅Ａ：２．５ｃｍ）を一定距離Ｌ（３．０ｃｍ）離して測定
対象Ｗ上に配置し、各電極上に１ｋｇの重りＹを置く（図２）。その後、テスターＺを用
いて電極間の抵抗値Ｒ（Ω）を求めた。表面抵抗（Ω／□）は、式：表面抵抗（Ω／□）
＝Ｒ（Ω）×Ａ（ｃｍ）／Ｌ（ｃｍ）より算出した。
【００５４】
　（２）粘着力の測定
　得られた粘着テープを幅２５ｍｍ、長さ２５０ｍｍにカットして試料片を得た。ＰＥＴ
板（被着体：エンジニアリングテストサービス社製）に試料片を置き、２ｋｇのゴムロー
ラを用いて３００ｍｍ／分の速度で試料片の長さ方向に１往復させることで、試料片を圧
着して評価サンプルを得た。圧着３０分後、ＪＩＳ　Ｚ－０２３７に準拠して、島津製作
所社製オートグラフＡＧＳ－Ｈを用いて、引張速度３００ｍｍ／分で１８０°の角度に剥
がす（１８０°ピールする）のに要した力（粘着力：Ｎ／２５ｍｍ）を測定した。
【００５５】
　上記と同様に用意した試料サンプルの圧着３０分後、図３に示すように評価サンプルの
導電性支持体と被着体に電極を取り付け、１００Ｖの電圧を３分間印加した。印加後、上
記と同様にして１８０°ピールするのに要した力を測定した。
　図３は電圧印加方法の概略断面図である。図中、１は導電性支持体、２は電気剥離性粘
着剤層、３は導電層、４は被着体、５は直流電源を意味する。
【００５６】
　（２）電気剥離性の評価
　電気剥離性は、電圧印加（１００Ｖで３分間）後の粘着力の低下度合いにより評価した
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。電圧印加前の粘着力に対する電圧印加後の粘着力の割合（％）を粘着力の維持率として
算出する。維持率が２０％以下の場合を電圧印加による剥離が容易であるとして◎とし、
２０％より大きく５０％以下の場合を剥離が可能であるとして○とし、５０％より大きい
場合を剥離が困難であるとして×とした。
【００５７】
　実施例２～１８及び比較例１～４
　表１に示す導電層及び粘着剤層を使用すること以外は、実施例１と同様にして電気剥離
性粘着製品を得た。得られた電気剥離性粘着製品を実施例１と同様にして評価した。結果
を表１及び２に示す。但し、電解液の添加量が多い比較例３は、製膜自体ができなかった
。
【００５８】
　なお、表１及び２のこれら実施例及び比較例中、銀ペーストＢはドータイトＸＡ－８２
４（樹脂成分：熱硬化性フェノール樹脂、銀４５重量％含有、藤倉化成社製）、ポリエス
テル系粘着剤はＸＩ－０００２（日本合成化学工業社製：固形分５０重量％：粘度６００
０ｍＰａ・ｓ）を、第四級アンモニウム塩の電解液は１．８Ｍのトリエチルメチルアンモ
ニウムテトラフルオロボレート（Ｅｔ3ＭｅＮＢＦ4）含有プロピレンカーボネート（ＰＣ
）（東洋合成工業社製）を、イオン液体Ａは（１－ヘキシルピリジニウムビス（トリフル
オロメタンスルホン）イミド）（関東化学社製）を用いた。被着体には、ポリカーボネー
ト（エンジニアリングテストサービス社製）、ガラス、ポリイミド（宇部興産社製ユーピ
レックス）を用いた。
【００５９】
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【００６０】
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【表２】

【００６１】
　（評価結果）
　アクリル粘着剤１００部に１．０ＭのＥｔ4ＮＢＦ4－ＰＣ（電解質）を１６重量部添加
し、導電層形成用材料として、銀ペーストＡ（熱硬化性ポリエステル樹脂含有）を用いた
実施例１～６は、表面抵抗が低く、また、ＰＥＴ被着体に対して、１００Ｖ、３分間の電
圧印加によって大幅に粘着力が低下した。更に、被着体をポリカーボネート（実施例７）
、ガラス（実施例８）、ポリイミド（実施例９）に変更しても同様に粘着力が大幅に低下
した。
　電解質を含まない比較例１及び電解質の添加量の少ない比較例２は、粘着力が低下しな
かった。
　電解質を１．８ＭのＥｔ3ＭｅＮＢＦ4－ＰＣに変更した実施例１３は、電圧印加によっ
て粘着力が大幅に低下した。
　電解質をイオン液体Ａに変更した比較例４は粘着力が低下しなかった。
　銀ペースト中の樹脂成分が熱硬化性フェノールである実施例１８は、表面抵抗が低く、
電圧印加によって粘着力の低下が確認された。
【００６２】
　実施例１９
　実施例６～９の電気剥離性粘着製品から評価サンプルを４個採取し、それぞれの評価サ
ンプルに、１００Ｖの電圧を、１分間及び３分間印加後の粘着力を測定した。測定法は実
施例１と同様とした。得られた結果を図４に示す。図４には電圧印加前の粘着力も示す。
図４中、２点鎖線はポリカーボネート、点線はポリイミド、実線はＰＥＴ、１点鎖線はガ
ラスをそれぞれ被着体とするグラフである。
　図４から、実施例の電気剥離性粘着製品は、被着体の種類に関わらず、いずれも短時間
で粘着力が著しく低下していることがわかる。
【符号の説明】



(15) JP 5503926 B2 2014.5.28

【００６３】
ａ　開口部の幅（ドット幅）、ｂ　導電領域の幅（線幅）、Ａ　電極幅、Ｌ　電極間距離
、Ｗ　測定対象、Ｘ　電極、Ｙ　重り、Ｚ　テスター、１　導電性支持体、２　電気剥離
性粘着剤層、３　導電層、４　被着体、５　直流電源

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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